ホイク ガイネン ノ ケンキュウ 1 by 神田 伸生
「保育」概念の研究Ⅰ
Studies on Concepts of Early Childhood Care and Education I
神　田　伸　生
Nobuo KANDA
鶴見大学紀要　第47号　第3部　保育・歯科衛生編 （平成22年 3 月） 別刷
鶴見大学紀要，第47号，第3部，23−28，2010．
−　 −23
本論文の課題
　本論文の課題は、幼児教育における「保育」の概念を検
討することにある。わが国の就学前「保育」は、幼稚園で
行なう教育（保育）と保育所で行なう保育（教育と保育が
一体）の二元的制度からなっている。幼稚園は学校教育法
を根拠法律としている教育施設であり、保育所は児童福祉
法を根拠法律としている児童福祉施設である。当然「法」
及び「社会」がこの2つの施設に求めていることは異なって
いる。
　しかし、後述するように昭和38年の「文部省初等中等教
育長・厚生省児童局長」による『幼稚園と保育所との関係
について（通知）』によって、両施設に共通する年齢の子
どもの「保育」のうち「教育」に関するものは、幼稚園教
育要領に準ずることとなっていた。そして、今日になって
教育基本法、、学校教育法、児童福祉施設最低基準、幼稚
園教育要領、保育所保育指針の改定により両施設で実施さ
れる「教育」には、ますます「差異」がなくなり「同一性」
が増えたかのように思われる。しかし、この「差異」の減少、
「同一性」の増大は、幼稚園の持つ「教育」の方にシフト
してのことなのだろうか。それとも「保育所の持つ「保育」
の方にシフトしてのことなのだろうか。本論文では、論点
となる「教育」、「保育」、「養護」の概念を比較、検討しな
がら、就学前教育（保育）における「保育」概念を明らか
にしていきたいと考える。
　本論文「『保育』概念の研究Ⅰ」では、まず第1に、筆者
がなぜこのような課題を設定するに至ったかを課題設定の
経緯として述べておくことにしたい。第2に「保育」という
言葉（概念）がどのように導入されたかを検討することに
よって、「保育」という言葉（概念）の持つ意義について素
描しておくことにしたい。そして第3に、今日の教育基本法、
学校教育法、児童福祉施設最低基準、幼稚園教育要領、保
育所保育指針といった一連の改定による「保育」概念の変
化と、改定以前の「保育」概念の異同関係を検討するために、
昭和22年の学校教育法における「幼稚園」の「教育」につ
いての考え方を紹介しておきたい。しかし、この第3の検討
課題は、稿を改めて「『保育』概念の研究Ⅱ」で検討する
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ことを断っておきたい。
Ⅰ　課題設定の理由と経緯
　筆者は、わが国の就学前保育（教育）における保育目的、
保育目標、保育内容に関わる法的諸規定の関係を図Ⅰのよ
うにとらえてきた1）。
この図Ⅰで筆者が最も強調しておきたかったことは、わが
国の就学前保育（教育）を受けている幼稚園児、保育園児
の間にそこで受けている「教育（保育）」に違いはあっては
ならないということであった。このことを筆者は、次のよ
うに述べていた2）。
　図Ⅰに示したように、①憲法、教育基本法の理念、目的に沿って、
等しく保育（教育）を受ける権利を乳幼児・児童はもっているはず
であり、その保育の在り様が現状のように二元化されていることは、
乳幼児・児童にとって決して好ましいことではない3）。②そして重
要なことは、保育を受ける権利主体である乳幼児・児童は、実質的
にこの権利を行使できず、その責任と義務が、われわれ大人、社会
に負わされているということである。③特に幼児教育（保育）に従
事するわれわれは、現状の二元的行政の中で、将来の方向を見定め、
乳幼児・児童にとって望ましい保育行政・制度、そして実践につい
て研究を積み重ねていく必要があろう4）。
　この引用文は昭和61年の文であるが、ここで記述してい
る筆者の考え方、立場は、筆者が保育者養成校に奉職して
以来一貫して変っていない。しかし、今、筆者は、ある幾
つかの特別な感慨を持ってこの引用文を引用している。
　その1つは、傍線①のように当時の筆者は、「日本の全て
の国民は、憲法や教育の憲法である教育基本法によって等
しく教育（保育）を受ける権利を有しているのであるから、
全ての乳・幼児も等しく教育（保育）を受ける権利を持っ
ているは
・ ・ ・ ・ ・
ずである」と考えいていたということである。
　昭和38年の「文部省初等中等教育長・厚生児童局長」に
よる『幼稚園と保育所との関係について（通知）』は、当時
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にあっては、「幼稚園と保育所の違いを改めて強調し、確認
する」かのような文書として受けとめられていた。しかし、
筆者はこの『通知』の中に「保育所は、『保育に欠ける児童』
の保育（この場合幼児の保育については、教育に関する事
項を含み保育と分離することはできない5））を行なうこと」
という文言があること、そして、次のように、保育所にい
る幼稚園該当年齢の幼児の保育のうち「教育」に関する内
容は、幼稚園教育要領に「準ずること」としていることに、
わが国のこれからの就学前保育（教育）の方向性を見てい
た6）。
　「3．保育所のもつ機能のうち、教育に関するものは、幼稚園教育
要領に準ずることが望ましいこと。このことは、保育所に収容する
幼児のうち幼稚園該当年齢の幼児のみを対象とすること」
　保育者養成校の一教員として、当時から今日に至るまで、
筆者は、この昭和38年の『通知』をよりどころとして、わ
が国の幼稚園教育（保育）と保育所保育（教育7））の中に「同
一性」が見とめられることを論証し、それを将来の保育者
に伝えていくことを保育者養成の課題としてきたのである。
　しかし、筆者が30年弱、保育者養成の課題としてきたこ
とを、ここ数年間にわたる「教育基本法の改定」、「学校教
育法の改定」、「児童福祉法の改定」、「児童福祉施設最低基
準の改定」、「幼稚園教育要領の改定」、「保育所保育指針の
改定」によって、一気に法的にも制度的にも根拠づけられ、
裏づけられるようになってきているかのようである。
　たとえば、「平成20年厚生労働省告示・保育所保育指針」
の「改定」により、「保育所に入所している子どもの就学
に際し、市町村の支援の下に、子どもの育ちを支えるため
の資料が保育所から小学校へ送付されるようにすること8）」
が必要とされるようになった。この「資料」は、厚生労働
省編『保育所保育指針解説書』によれば、「保育所児童保
育要録］となっているが、この「保育要録」は、幼稚園教
育の「資料」である「幼稚園幼児指導要録」に対応した内
容となっている9）。「保育要録」と「指導要録」が対応した
内容になっているという意味は、法的、制度的に対応した
文書になっているという意味だけでなく、そこに記載され
ている内容にも「対応」が見られるということである。
　「保育要録」は「各市町村が地域の実情等に即して」作
成することになっているが、『保育所保育指針解説書』の「様
式参考例」によれば、そこにある「教育（発達援助）に関
わる事項」の内容は、幼稚園幼児指導要録」の「指導に関
する」記録に対応しているということである10）。
　つまり、30年弱前に筆者が想定していた「日本の全ての
国民は、憲法や教育の憲法である教育基本法によって等し
く教育（保育）を受ける権利を有しているのであるから、
全ての乳・幼児も等しく教育を受ける権利を持っている
は
・ ・ ・ ・ ・
ずである」という「当為論」からの課題に対する根拠づ
けは、今日にあっては、「現実の整合性」を問う課題となっ
ているということである。
　こうして、保育所保育（教育）と幼稚園教育（保育）の
「目標」、「内容」の異同関係を問うという課題は、今日にあ
っては、「あ
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
り得るべく課題」というよりは、むしろ、「事
・
実
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
の整合性を問う課題」となっているのである。
　筆者は、本稿においてまず第一にこの課題について検討
したいと思う。幼稚園教育（保育）と保育所保育（教育）
における「教育的側面」に制度上、法的根拠上の「相違」
がなくなり、逆にその「同一性」が強調されるようになれ
ばなるほど今度は、「違い」を基にして、その「異同関係」
を問いたいのである。
　筆者にとってなぜこのような検討が必要かといえば、そ
れは、筆者が以前に幼稚園教育（保育）と保育所保育（教育）
の「同一性」を強調した際に論拠とした保育所保育指針の
「養護と教育との一体性」の意味と関わっている。筆者にと
っては「妙なこと」に、昨今の「教育基本法の改定」、「学
校教育法の改定」、「児童福祉法の改定」、「児童福祉施設設
置基準の改定」、そして「幼稚園教育要領の改定」、「保育
所保育指針の改定」にも関わらず、幼稚園教育（保育）の
在り様を説明するための「文書」に「養護」という記述は、
依然として見当たらない。見当たらないどころか、幼稚園
教育（保育）に関わる法的改定、幼稚園教育要領の改定ご
とに「幼稚園教育（保育）」から「養護」の視点が失われ
ていくようである11）。他方、保育所保育（教育）を説明す
るための「文書」には、依然として「養護と教育との一体性」
が言われている。
　現状では、一方（幼稚園）の「教育」には「養護」とい
う言葉はなく、他方（保育所）の「保育」は「養護と教育
とが一体」であり、それでもなおかつこの双方で行なわれ
ている「教育」「は、「同じ」であるということになる。では、
一方（幼稚園）には無く、他方（保育所）には「教育」に「付
加」されているかのようにとらえられる「養護」とは、一
体何を意味するのであろうか。
　実は、一方（幼稚園）には無く、他方（保育所）には「教育」
に ｢付加」されてとらえられてしまうような「養護」概念
のとらえ方、想定の仕方がわが国の就学前保育（教育）の
在り方をゆがめてきたと筆者は考えてきたのである。この
「養護」概念を明らかにするためには、まず「保育」という
言葉、概念がどのように想定され、どのようにとらえられ
てきたかを検討する必要がある。以下、歴史的経緯を辿り
ながら、検討していくことにしたい。
Ⅱ　「保育」という言葉（概念）と「看護扶育」、｢扶育誘導」、
｢遊戯中不知不知就学の階梯に就かしむる」
　保育という言葉がいつ頃から使用されるようになったか
を特定することは困難であるが、今日のように幼児を「教育」
するという意味で一般的に使用されるようになったのは明
治になってからのことである。
　明治9年にわが国最初の幼稚園である東京女子師範学校
附属幼稚園が設立されたが、その「規則」の中に次のよう
に「保育」という言葉が使われている12）。
　　規 則　主要箇条
　　　第七条　園中ニアリテハ保母小児保育ノ責ニ任ス故ニ付添人ヲ
要セス　但シ小児未タ保母ニ慣熟セサル間ハ付添人
ヲ・・・
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　　　第十条　小児保育ノ時間ハ毎日四時トス　但シ当分ノ間保育時
間内ト雖モ・・・
　おそらく幼児の「教育」「を意味する言葉として「保育」
という言葉が使われたのは、この「規則」が最初であった
と思われる。明治5年に出された「学制」の中では、「幼稚
小学ハ男女ノ子弟六才迄ノモノ小学ニ入ル前ノ端緒ヲ教ル
ナリ」とあったり。明治8年、京都市の柳池小学校内に設立
された「幼穉遊戯場」の「概則」の中でも、「保育」という
言葉は使われておらず「稚児教育法」という言葉が使われ
ている13）。
　幼穉遊戯場概則
　稚児教育法ニ於テ其宜ヲ得ル極メテ難シ課業ヲ設クレハ厭苦倦
却ス且稚児ノ性タル定意ナク多時一所ニ居ルヲ欲セス故ニ課業ヲ設
ケス勤惰ヲ問ハス進退モ亦之ヲ制セス
　この「幼穉遊戯場概則」からも窺がい知ることが出来る
ように、当時にあっては「稚児（幼児）」に「課業ヲ設ケ」
て「教育」することは極めて困難だと考えられていた。ま
さしく「稚児（幼児）教育」にあっては「課業ヲ設ケス勤
惰ヲ問ハス進退出缺モ亦之ヲ制セス」というのが実状であ
った。
　このような「実状」の中にあって、幼稚園を創設して、
そこで幼児の「教育」を行なうことの意義どころか、その
可能性を認めさせること自体が非常に困難であったと思わ
れる。わが国最初の幼稚園である東京女子師範学校附属幼
稚園の設立に大きな役割をはたした東京女子師範学校摂理
（校長）中村正直、文部大輔 ( 次官）田中不二麿も「附属幼
稚園｣ 設立以前には「保育｣ という言葉を使用していなか
ったようである。
　しかし、この2人が関与し、田中不二麿の名で時の太政大
臣三条実美に当てた明治八年七月七日「幼稚園開設之儀」、
明治八年八月二十五日「再應伺」の以下の2つの文書には、
｢幼稚園というところで行なう教育の方法＝保育のこと」を
保育という言葉を使ってはいないが実に「正確」に言い表
わしていたと筆者は考える14）。
幼稚園開設之儀
　方今小學校の設立漸に加はり學齡子女就學の 相開け、授業の
方法稍端諸に就き候得共獨學齡未滿の幼稚に至つては、誘導の方
其宜を得ざるが如く、敎育の本旨に副はず頗る缺典と存候、因て
回東京女子師範學校内に於て幼稚園を創置し、茲に幼穉の子女凡
百人を入れ看護扶育以て異日就學の楷梯と致度尤右費用は當省定
額金を以て措辨可致候條別段仰裁可候也
再應伺
　本年七月七日附を以幼稚園開設の儀相伺候處同八月二日附を以
伺之趣難聞届候段御指令相成然る處右幼稚園の儀は兒輩の爲め良
敎師をして專ら扶育誘導せしめ 戲中不知不知就學の階梯に就かし
むるものにして敎育の基礎全く茲に立つべく 次學事擴張の際先づ
於當省實地此雛形を設け漸々其方法に因らしめんことを欲する旨趣
にして卽今不可缺之急務 に施段相成度尤女子師範學校内建家
用致し當分之内費用等該校補助金を以辨償可致候條開設之儀御允
許相成度此段更に相伺候也
　この2つの文書中には、今日われわれが「小学校以上の
教育」とは区別し、就学前「教育」の在り様を意味する概
念として使用する「保育」の内実が見事に記述されている。
すなわち、この2つの文書には、「誘導」、「看護扶育」、「扶
育誘導」、「遊戯中不知不知就学の階梯に就かしむる」、「教
育の基礎全く茲に立つ」等々のように、「保育」という言葉
を使用していないが、いや逆に「保育」という言葉を使わ
ないで、今日でいう「保育の在り様」と「保育の意義」が
見事に説明、記述されていたと言ってよいと思う。ここに
は、先に引用、紹介した京都の柳池小学校内に設立された
「幼穉遊戯場｣ の ｢概則」に見られた「（幼児には）課業ヲ
設ケス勤惰ヲ問ハス進退出缺モ亦之ヲ制セス」といった「幼
児の教育に対する暗中模索、戸惑い｣ は見られない。それ
どころか、①「看護扶育」、②「扶育誘導」、③「遊戯中不
知不知就学の階梯に就かしむる」という言葉の意味すると
ころは、今日風に解釈し直すと①「幼児の生活をよく見守
りつつ、幼児の気持ち（興味、関心）を理解し、その状況
に応じて見守り方を変え、援助し」、②「幼児の自発的行為
を援助し、幼児自身の生活における纏まりを持った活動へ
と誘導しつつ」、③「遊びを通した教育を行なうことによっ
て小学校の階段へと導く」、それが「われわれ（中村、田中）
が考えている幼稚園で行なう教育なのです」という意味に
なるであろう。今、筆者が解釈し直した①、②、③のよう
な行為を行なうような「教育」のことを今日、私たちは「保
育」と呼んでいるはずである。とすれば、中村正直、田中
不二麿の「幼稚園開設之伺」、「再應伺」の「看護扶育」、「扶
育誘導」、「遊戯中不知不知就学の階梯に就かしむる」とい
う言葉の中に「小学校教育」とは区別される「幼児の教育」
である「保育」という言葉の意味（概念）が用意されてい
たと言ってよいであろう。この「幼稚園開設之伺（明治8年
7月7日）」、「再應伺（明治8年8月25日）」の約1年後に「幼
稚園開設の布達（明治9年11月14日）」があり、東京女子師
範学校附属幼稚園が開設されたのである。そして、この「附
属幼稚園の規則」の中に、先述のように「・・・保
・ ・ ・ ・
母小児
保
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
育ノ責ニ任ス・・・」、「小
・ ・ ・ ・
児保育ノ時間ハ毎日四時トス・・・」
というように、わが国で最初の「保育」という言葉の使用
が見られたのである。このような経緯から推測すると、「保
育」という言葉の出自、そして「概念」には、「看護扶育」、「扶
育誘導」、「遊戯中不知不知就学の階梯に就かしむる」とい
う言葉の意味が含まれていたと考えるのが妥当であると思
われるのである。
Ⅲ　「保育」という言葉と「昭和22年学校教育法における
幼稚園の目的、目標」
　筆者は、Ⅱで「保育」という言葉の出自、そして概念には、
「看護扶育」、「扶育誘導」、「遊戯中不知不知就学の階梯に
就かいむる」という言葉の意味が含まれていたのではなか
ろうかと述べた。太政大臣三条実美に幼稚園の開設を訴え
た中村正道、田中不二麿は、幼稚園を「学制」に規定され
ていた「幼稚小学」で行なう「・・・小学ニ入ル前ノ端緒
ヲ教
・ ・
ル」ところとは考えていなかった。「教
・ ・
ル」に替わって「看
護扶育」、「扶育誘導」、「遊戯不知不知就学の階梯に就かし
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むる」ところと考えていたからである。そして、この「訴え」
が認められた一年後に開設された「附属幼稚園」の「規則」
の中に「保育」という言葉が使われたのである。このよう
な経緯から推測すると、幼稚園は「・・・小学ニ入ル前ノ
端緒ヲ教ル」ところではなくて、「看護扶育」、「扶育誘導」、
「遊戯不知不知就学の階梯に就かしむる」ところ、すなわち
「保育」するところであると認められて開設に至ったと推測
する。「看護扶育」、「扶育誘導」、「遊戯不知不知就学の階
梯に就かしむる」ところ＝「保育」するところと認められて、
わが国最初の幼稚園がわが国の教育体系の中で確立された
ことをここでは、まず確認しておきたい。
　しかし、江戸から明治になって、「保育」という言葉の「誕
生」によって幼稚園はわが国の教育体系の中に制度として
一定の位置を占めるようになったのではあるが、敗戦（第
二次世界大戦）後の教育改革期にあって、この「保育」と
いう言葉によって幼稚園を学校教育法体系の中に確立する
ことにあって、今度は、この「保育」という言葉に「苦心」
するようになる。この経緯について、当時文部省にいた坂
元彦太郎は森上史郎との対談で次のように語っている15）。
以下、長い引用になるが重要な箇所なので引用しておきた
い。
　① 森上　最近、いろいろな人が学校教育法の中で、学校とは小、
中、高と始まって大学、そして養護学校、盲ろう学校、
および幼稚園ということで、一番最後についているとい
うのは、幼稚園を軽くみているという人があるのですけ
れども、幼稚園が最後に書かれていることについては、
幼稚園を軽視しているということだったのでしょうか。
　② 坂元　もしも幼稚園を一番先頭に書いたら、ああした反対の
空気を突破できなかったでしょうね。入れること自体が
問題にされていたから。あとの方にくっつけて入れたと
いうのが本当で、軽視しているというのは、私たちがし
たわけではなく、軽視している空気の中を突破するには、
あの戦術を使ったということです。・・・中略・・・
　③ 森上　学校教育法に位置づけられて、「学校」ということにな
ったことについて、古い『幼児の教育』を読んでいまし
たら、倉橋先生が学校というと小学校を引き降したもの
を考えるのだけれども、そうではないのだということを
一生懸命に説いていらっしゃる文章を、この間拝見した
のですけれども ･･････。
　④ 坂元　それまで私たちも、倉橋先生にお願いしたり、私自身
がそのことをずいぶんいって歩いたものです。さっき反
対した人の中にも、そういう意味で反対した人もあるわ
けです。ですから、その人たちのもっている善意は生か
すべきだと思うし、本当にそうですからね。
　それでわざわざ ｢保育」という字を残したのも、そう
いう意味なのです。
　｢指導」とか「教育」でいいじゃないかという論は、
その頃からあったわけです。
　⑤ 森上　そのことに是非ふれておいていただきたかったのです。
先日国立公立幼稚園長会の会報である『幼稚園じほう』
の坂元先生の論稿を読ませていただいて、「保育」とい
うことばかこんなに深い意味で使われていたというので
初めてわかったと、皆さんおっしゃっているのです。そ
ういう意味で使われているのなら、もう「教育」にした
方がいいと思っていたけれども、やはりこのことばは大
事なのだという人が沢山あるのです。
　⑥ 坂元　保護の面だけではなくて、教育の面を強調して、それ
が一体になっているというところが小学校と比較した時
の特色だ、としたかったのです。保育というのを医者が
使っているような意味ではなしに、保護育成、保護教育
の略ということにしましょうということにしたわけです。
中村五六が保育とは保護養育なりと書いていますが、そ
うではなくて、保護育成なのだと。
　⑦ 森上　学校としながらも、保育を使ったということは内容、
方法的には小学校とはかなり違ったものだという認識が
あったのですね。
　⑧ 坂元　非常に違ったものだということを表わしたかったわけ
です。
　今私は少し恥ずかしいのだけれども、学校教育法の「幼
児に適切な環境を与えて ･････」という文章はあまりに
も思いきった文章です。本当をいうと、法律の条文にな
る文章ではないようです。よくあれで人が通したもので
す。しかし、あれは誰も非難した人はいないのです。
　今になって、思いきっていいことを書いたと思いなが
ら恐ろしくなってしまうこともあります。
　⑨ 森上　あの「環境を与えて」というのは、非常に重要な意味
をもつのですね。しかし、今でも何で方法が目的の中に
入っているのか、という人がありますね。・・・中略・・・
　平成18年12月の教育基本法の改定により、第11条に「幼
児期の教育」という条項が加わった。そして、平成19年の
学校教育法の改定により、引用中の①と②とで森上と坂元
とが取り上げている学校教育法における幼稚園の位置づけ
が以下のように改定された。
　学校教育法＜学校の定義＞第1条この法律で、学校とは、幼稚園、
小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学
及び専門学校とする。
　今日、教育基本法の中に「幼児教育」の条項が加わった
こと、そして、改定前学校教育法では一番最後に幼稚園が
ついていたのに対して、改定学校教育法では最初にきてい
ることをもって、「幼児教育、幼稚園教育の重要性が認めら
れた」と評価する声もある。しかし、われわれは、森上と
坂元が引用の③と④で次のように言っていることにも注意
する必要があろう16）。
　③ 森上＜平成22年の学校教育法の中で、幼稚園が「学校」とい
うことになったが＞、「倉橋先生が学校というと小学校を引き降し
たものを考えるのだけれども、それではないということを一生懸命
説いていらっしゃる・・・・・」
　④ 坂元＜②の引用中で述べた＞「さっき反対した人の中にも、
＜幼稚園教育を小学校を引き降したものと考えてしまうことが起き
てしまう＞そういう意味で反対した人もあるわけです。・・・中略・・・
それでわざわざ＜学校教育法に＞「保育という字を残したのも、そ
ういう意味なのです。「指導とか」、「教育」でいいじゃないかとい
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う論は、その頃からあったわけです。
　教育基本法の改定、学校教育法の改定、児童福祉施設最
低基準の改定により、われわれは、幼稚園教育要領、保育
所保育指針の中に次のような文言を引き受けることになっ
た。
　平成20年幼稚園教育要領−幼稚園においては、幼稚園教育が、
小学校以降の生活や学習の基盤の育成につながることに配慮し、幼
児期にふさわしい生活を通して、創造的な思考や主体的な生活態度
などの基礎を培うようにすること17）
　平成20年保育所保育指針−保育所の生活が、小学校以降の生活
や学習の基盤の育成につながることに配慮し、幼児期にふさわしい
生活を通して、創造的な思考や主体的な生活態度などの基礎を培う
ようにすること18）
　この文言をわれわれはどのように受けとめ毎日の「保育
（教育）」実践を行なったらよいのであろうか。上記の幼稚
園教育要領、保育所保育指針の引用で、筆者が下線を引い
た部分は、同じ文言となっている。述部が同じだとすれば、
主部も同じ内容であるか、あるいは同じことを示している
はずである。とすれば、幼稚園教育要領でいう「幼稚園教
育が」という部分（主部）と保育所保育指針でいう「保育
所の生活が」という部分（主部）は同じようなことを示し
ているはずである。つまり、「幼稚園教育」＝「保育所の生
活」となるはずである。
　では、この「幼稚園教育」＝「保育所の生活」という図
式を、われわれはどのように受けとめるべきなのだろうか。
本稿の「本論文の課題」で筆者が指摘していた言葉でいえ
ば、「『同一性』の増大は、幼稚園の持つ『教育』の方にシ
フトしてのことなのだろうか。それとも、保育所の持つ『保
育』の方にシフトしてのことだろうか」。この問題について
は、稿を改めて検討することにしたい。
　1947年に倉橋惣三は、「学校教育法における幼稚園の目
的」を解説して「・・・ケヤーがすんでから、それから教
育にとりかかるというのではない。世話を通じての教育で
あり、世話なしに教育する可能性はないという訳である19）」
と述べている。筆者は、ここで倉橋が述べていることこそ
言葉（概念）の正しい意味での「養護と教育の一体性」＝
「保育」を意味しているのだと考えている。この問題につい
ても稿を改めて検討することにしたい。
　冒頭の「本論文の課題」で断っておいたように、今日に
見られる一連の幼稚園、保育所にかかわる法的改定による
「保育」概念の変化と、それ以前の「保育」概念の比較検
討についても、稿を改めて検討することにする。
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